
はなかろうか.そのようなとき，多様化の方向の

みが進んで、しまっては困る.多様化のなかで，相

互に学びあい理解しあうことが必要である.

合意形成技術は，その相互啓発による学習過程

の効率化をはかるものであり，その存在意義は今

後なおいっそう高まっていくであろう.今回は，

私の周辺で開発，実用化され，効果をあげたもの

にしぼって示した.これ以外にも注目すべき技術

であることは確かである.それらについては，機

会を改めて紹介することととしたい.

最後に，今回示した合意形成技術の背後には，

プラッグボックス排除の考えがあることを強調し

ておきたい.合意形成の際，自分たもの意見の構

造化が，参加者(大衆)にとって得体の知れない

“技術"によってなされる場合を考えてみよう.

それは合意形成にマイナスの効果こそあれ，プラ

スの効果はないで、あろう.その点を配慮し，小・

中集団におけるラベル化による構造化も，大集団

におけるワイヤレス・アナライザーでも，参加者

の直観により理解できる種類の技術に限定して開

発・利用を進めたのである.この思想の徹底こそ

が，特定意図のもとでの合意形成の危険を防ぐ歯

止めのひとつになると考えているのである.

注

注 1 ) 丹羽富士雄・司馬正次:オピニオン・テクノロ

ジーの展望，オベレーションズ・リサーチ， 25巻 8 号

(1980年) pp.509-512 

注 2 ) ハイ・プレートは， 筑波大学丹羽富士雄氏が考

案し，日本ビジネス・サプライ社が，同氏の助言のも

とに商品化したものである.

注 3) QC手法開発部会編:新QC七つ道具， 日科技

連， 1979年，新QC七つ道具研究会編:新QC七つ道

具の企業への展開， 日科技連， 1981年

注 4 )栗山，司馬， 丹羽， 渡辺， 小林:小型ワイヤレ

ス・レスポンス・アナライザーの開発，日本科学教育

学会年会報， 1981年， pp.179-180 

注ラ)司馬正次，小林博道，阿部昌信 DAViK システ

ムによる北・北海道の地域発展ゴール形成，オベレー

ションズ・リサーチ， 25巻 8 号(1980年) pp.486--491 

注 6 )司馬正次:ピデオが変える町の生活，日本経済新

聞，昭和55年10月 13 日号第24面.なお，このプロジェ

クトは， 司馬の他， 栗山克美， 小林博道，丹羽富士

雄(筑波大学)，阿部昌信(北海道寒地建築研究所)，筑

波大学学生 4 名で行なったものである.

注7)このプロジェクトは QCサークル茨城地区の幹

事の方たち(幹事長 田尻陵二郎)と筑波大学司馬研

究室との共同で行なったものである.
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